
添付Ⅴ-1

原子力災害対策本部長からの避難指示等

1) 福島第一原子力発電所に係る原子力災害対策本部長からの避難指示等

3月 11 日 [21:23] 発電所から半径 3km 圏内の住民は、避難。

発電所から半径 3km から 10km 圏内の住民は、屋内退避。

3月 12 日 [ 5:44] 発電所から半径 10km 圏内の住民は、避難。

[18:25] 発電所から半径 20km 圏内の住民は、避難。

3月 15 日 [11:00］ 発電所から半径 20km 以上 30km 圏内の住民は、屋内退避。

4月 21 日 [11:00］ 避難区域を災害対策基本法の警戒区域に設定するよう指

示。

4月 22 日 [ 9:44］ 従来の屋内退避指示を解除し、計画的避難区域及び緊急時

避難準備区域を設定。

2) 福島第二原子力発電所に係る原子力災害対策本部長からの避難指示等

3月 12 日 [ 7:45] 発電所から半径 3km 圏内の住民は、避難。

発電所から半径 3km から 10km 圏内の住民は、屋内退避。

[17:39] 発電所から半径 10km 圏内の住民は、避難。

4月 21 日 [11:00] 避難区域を発電所から半径 10km 圏内から半径 8km 圏内に

変更。
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添付Ⅴ-3

原子力災害対策本部長に対する原災法第２０条第５項に基づく意見及び原災

法第２０条第６項に基づく助言

１．原災法第２０条第５項に基づき原子力安全委員会の意見を求められた事項

（緊急事態応急対策を実施すべき区域等への意見）

１）福島第一原子力発電所関連

日付 事象 公示区域及び公示内容

3月 11日 住民避難に関する公示

の変更

半径 10km圏内の区域で避難区域：3km、屋内退避

区域：3～10km とすること

3月 12日 住民避難に関する公示

の変更

半径10km圏内の区域で避難区域：10kmとすること

3月 12日 住民避難に関する公示

の変更

半径20km圏内の区域で避難区域：20kmとすること

3月 15日 住民避難に関する公示

の変更

半径 30km圏内の区域で屋内退避：20～30km とす

ること

3月 21日 出荷制限・摂取制限に

関する公示の変更

福島県、茨城県、栃木県及び群馬県の県域でホウレ

ンソウ、カキナ、原乳の出荷を差し控えるようにするこ

と

3月 22日 出荷制限・摂取制限に

関する公示の変更

福島県、茨城県、栃木県及び群馬県の県域で暫定規

制値を著しく超える食品については摂取制限を実施

すること

4月 4日 出荷制限・摂取制限に

関する公示の変更

福島県、茨城県、栃木県及び群馬県の県域並びに千

葉県香取市、旭市及び多古町の区域で、関係県知事

に行った指示に基づき、当分の間、一部食品の摂取

及びを出荷を差し控えるようにすること

4月 10日 住民避難に関する公示

の変更

半径 20km以遠の周辺地域において、事故発生から

1年間の期間内に積算線量が 20 ミリシーベルトに達

するおそれのある区域を計画的避難区域とすること、

及び屋内退避区域の内、上記区域以外の区域を緊

急時準備区域とすること

4月 21日 住民避難に関する公示

の変更

半径 20km圏内を警戒区域とすること
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4月 22日 稲の作付け制限に関す

る公示の変更

半径 20km 圏内の区域並びに計画的避難及び緊急

時避難準備区域で平成 23 年度の稲の作付けを差し

控えるようにすること

２）福島第二原子力発電所関連

日付 事象 公示区域及び公示内容

3月 12日 住民避難に関する公

示の変更

半径 10km圏内の区域で避難区域：10km とすること

4月 20日 住民避難に関する公

示の変更

半径 8km以遠の区域を避難区域から解除すること

２．法第２０条第６項に基づく助言

（緊急事態応急対策の実施に関する技術的事項についての助言）

１）福島第一発電所関連

日付 助言の種類 助言内容（概要）

3月 16日 出荷制限・摂取

制限に関する

助言

放射能汚染された食品の取扱いについて

（「原子力施設等の防災対策について、平成 22 年 8 月

一部改訂、原子力安全委員会」に記載の「飲食物の摂

取制限に関する指標」を暫定規制値とし、これを上回る

放射性物質を含有する食品を食用に供しないとすること

について、差支えないと回答）

3月 31日 出荷制限・摂取

制限に関する

助言

暫定規制値を当分の間現行通りとすることについて

（「放射性物質に関する緊急とりまとめ」（平成 23年 3月
食品安全委員会）を受けて、暫定規制値を当分の間、

現行のとおりとすることについて、差支え無い旨を回答）

4月 4日 出荷制限・摂取

制限に関する

助言

「検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除の考

え方」ついて

（出荷制限の解除条件として 3 週連続暫定規制値以下

とすること等、再整理した結果について、差支え無い旨

を回答）

4月 5日 出荷制限・摂取

制限に関する

魚 介 類 の 放 射 性 ヨ ウ 素 に 係 る 摂 取 制 限 値 を

2,000Bq/kg とすることについて
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助言 （放射性ヨウ素についての魚介類の食物摂取制限に関

する指標については、暫定的に、野菜の基準値である

2,000Bq/kgを準用することで差支えない旨を回答）

4月 7日 稲の作付け制

限に関する助

言

「稲の作付け関する考え方」について

（水田土壌中の放射性セシウムの濃度調査結果及び水

田土壌中の放射性セシウムの米への移行の指標（0.1）
から稲の作付け制限を行う考え方については差し支え

ない旨を回答）
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添付Ⅴ-4

現地対策本部・関係自治体他からの要請に応じて原子力安全委員会が行った

種々の事項についての助言の概要（原災法第２０条第５項に基づく意見及び第

６項に基づく助言を除く）

１）モニタリング計画

陸域、海域、空域のそれぞれの環境モニタリング活動に対して、モニタリン

グ結果等の評価を反映して、対象位置、測定項目および測定時の留意点等につ

いて要請や助言を適宜行った。

２）屋内避難区域等における住民生活等

屋内退避中の生活、避難区域への一時帰宅及び福島県内の学校等の校舎、校

庭などの利用判断における暫定的考え方等について助言を行った。

３）低レベル廃液の海中放出

緊急やむを得ない措置として海洋放出を実施するに当たって、放出された放

射性物質の影響をできるだけ低減するために留意すべき事項を含めた助言を行

った。

４）スクリーニング及び除染の基準・方法

一般住民の体表面汚染に対する除染の基準など、人体の被ばくや自動車等の

汚染を対象に、スクリーニング方法及び除染の必要性に関する基準や具体的除

染方法等について助言を行った。

５）安定ヨウ素剤の必要性・注意点

避難地域（２０ｋｍ圏内）の残留者や避難が遅れている入院患者等に対して

は安定ヨウ素剤の投与を推奨する旨を助言した。また、むやみに自己判断で服

用することのないよう安定ヨウ素剤の服用についての注意喚起等を行った。

６）緊急時作業についての対策

被ばく防止のための放射線防護措置の有効性と着実な実施等について助言を

行った。

７）福島県内の学校等の校舎、校庭等の利用判断における暫定的考え方

原子力災害対策本部より示された「福島県内の学校等の校舎、校庭等の利用判

断における暫定的考え方」について、学校等における継続的なモニタリング等
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の結果について、２週間に１回以上の頻度を目安として、原子力安全委員会に

報告すること、学校等にそれぞれ１台程度ポケット線量計を配布し、生徒の行

動を代表するような教職員に着用させ、被ばく状況を確認することに留意すべ

きであることを助言した。

８）漁業関係者の就労

福島第一原子力発電所周辺海域における漁業関係者の就労については、今後

もモニタリングを継続して行い原子力安全委員会に適宜報告するとともに、被

ばく線量の低減につとめることに留意すべきであることを助言した。

９）原子炉建屋内の放射性物質濃度の低減措置に伴う放射性物質の拡散

福島第一原子力発電所１号機の原子炉建屋開口部の開放1に伴う放射性物質

の拡散について、作業の際には周囲の作業者の被ばく線量低減に努めること、

周辺のモニタリングを実施し適宜原子力安全委員会に報告することを助言した。

                                           
1東京電力株式会社は、2011 年 5 月 8 日、原子炉建屋内の放射性物質濃度の低

減措置による作業環境改善後に建屋内へ立ち入り、原子炉代替冷却設備工事等

を実施するため、開口部の開放を行った。
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添付Ⅴ-5

事故の拡大防止に向けた助言活動等

１）格納容器ベント操作

原子力安全委員会では、3月 11日 15:59に福島第一原子力発電所１号機から

３号機までの全交流電源喪失の通報、更に 3 月 11 日 16:45 に福島第一原子力

発電所１号機及び２号機の非常用炉心冷却装置注水不能の通報（原子力災害対

策特別措置法第 15 条通報）を受信した。3 月 11 日 19 時過ぎに原子力災害対

策本部が総理大臣官邸に設置され、原子力安全委員長は官邸に詰めた。それ以

降 3 月 12 日にかけては、できる限り制御できる状態で、格納容器の加圧破損

を防止するためのベント操作、炉心冷却のための海水注入を含む注水等のアク

シデントマネージメントが必要であるとの認識のもと、特に、格納容器の加圧

破損を防止するための格納容器ベントを実施するしかないということを数次に

わたり、原子力安全委員長は内閣総理大臣、経済産業大臣に進言した。

２）耐震補強対策

福島第一原子力発電所は、水素爆発後、原子炉建屋の損傷があることから、

使用済み燃料貯蔵プール及び原子炉系、原子炉格納容器等の耐震強度の評価を

行い、対応策が検討されるべき旨、原子力安全委員会プラント機能班は、原子

力安全・保安院に対して助言を行った（4月 8日）。

３）余震による津波に備えた措置

3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震の余震として、大きな津波を伴う

地震発生の可能性があることから、各原子力発電所における緊急安全対策が検

討されるよう、原子力安全委員会プラント機能班は、原子力安全・保安院に対

して助言を行った（4月 8日）。
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添付Ⅴ-6

第３３回原子力安全委員会

資 料 第 ６ 号

放射線防護に関する助言に関する基本的考え方について

平成 23 年５月 19 日

原子力安全委員会

はじめに

平成 23年３月 11日に発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴い、

原子力安全委員会は、直ちに緊急技術助言組織を立ち上げて以降、これまで、

緊急事態応急対策調査委員、専門委員等の専門家の協力を受け、政府の原子力

災害対策本部や関係行政機関等への助言を行ってきた。同発電所の状況は、安

定化の方向にあるとはいえ依然として予断を許さず、事故の長期化に伴って、

また事故の影響が広い範囲に及んでいることによって、周辺住民等の放射線防

護に関わりをもつ社会的課題が数多く生じている。原子力安全委員会は、今後

とも必要に応じ、政府の原子力災害対策本部や関係行政機関等による総合的な

判断に資するため、放射線防護に関する技術的助言を行っていくこととしてい

るが、この際、これまでの助言について、当委員会として、いかなる考え方に

基づいて行ってきたのかを広く示すことは、自らの説明責任を果たす上で意味

のあることであるとの認識のもと、以下にその基本的考え方を示すこととする。

１．放射線防護を踏まえた総合的判断の必要性

東京電力福島第一原子力発電所の事故に関し、今後の周辺住民（避難を余儀

なくされている方々を含む。）の生活支援、産業活動、土地利用等に向けた判断

を行うに当たっては、周辺住民の生活や社会活動を過度に制限することを避け

つつ、放射線被ばくによる健康影響に対する適切な防護を担保することが必要

である。このためには、最新の科学的知見や国際的な基準を踏まえた放射線防

護の考え方に基づき、さらに環境、健康、社会、経済、政治、倫理等に配慮し

た判断を行うことが重要である。

２．放射線防護の対象としての現状の特殊性：（ICRP のいう緊急被ばく状況、現

存被ばく状況、計画被ばく状況[注記]の併存と移行）

今回の事故においては、事故が収束に至らない状態が今後ともある程度の期
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間にわたり継続する可能性がある。また、施設の周辺では、地域によってさま

ざまなレベルでの環境放射線の測定結果が得られているが、これらの地域では、

通常どおり、または通常に近い態様での生活や社会活動が維持されている。こ

のことにより、汚染(contamination)レベルの異なる地域間での物流や人の移動

が生じている。すなわち、状況が異なる地域が明確に隔てられることなく隣接

するとともに、それぞれの状況が時間とともに変化しており、これによって問

題が複雑化しているともいえるので、周辺住民等の放射線防護に関わりをもつ

判断においては、この点について十分留意することが必要である。

３．異なる被ばく状況が併存する状況での最適化の努力

周辺住民の生活支援、産業活動、土地利用等に向けた判断においては、避難

を始めとする生活や社会活動への制限と、健康に影響を及ぼすには至らないも

のの平常時を上回る放射線被ばくの受容という、個々人にとっての異なる負担

の間のトレードオフを扱うこととなる。生活や社会活動を過度に制限すること

なく、放射線防護における最適化を達成するため、適切な管理や除染

（decontamination）・改善措置（remediation）等による線量の低減が考慮され

るべきである。今後、施設の安定化や事故収束に伴って、周辺住民にとって「通

常」と考えられる生活状態が回復し、社会的・経済的活動が再開される地域が

拡大されていくためには、とくに除染・改善措置が果たす役割が大きいといえ

る。

４．利害関係者の関与、透明性、総合的判断

このような総合的な判断においては、地元自治体や地元住民との情報交換や

意見交換、ならびに協議を充分に図ることが望ましい。さらに、放射線による

人への健康影響（晩発影響）を考慮する一方で、防護措置や除染・改善措置を

講ずることに伴う経済的影響、心理的影響および社会的影響を含めたあらゆる

側面に対しての配慮が必要である。

――――――――――――――――――――――――――――――――――
[注記] 国際放射線防護委員会(ICRP)勧告から抜粋

(ICRP Publ.103：176)

国際放射線防護委員会(ICRP)勧告には、放射線に被ばくする個人に適用され

るように意図し、すべての線源およびすべての考えうる事情を扱う被ばく状況

をつぎの 3つに分類している。

・ 計画被ばく状況：線源の意図的な導入と運用をともなう状況である。計画
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被ばく状況は、発生が予想される被ばく(通常被ばく)と発生が予想されな

い被ばく(潜在被ばく）の両方を生じさせることがある。

・ 緊急時被ばく状況：計画された状況を運用する間に、若しくは悪意ある行

動から、あるいは他の予想しない状況から発生する可能性がある好ましく

ない結果を避けたり減らしたりするために緊急の対策を必要とする状況

である。

・ 現存被ばく状況：管理についての決定をしなければならないときに既に存

在する、緊急事態の後の長期被ばく状況を含む被ばく状況である。
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添付Ｖ-7 通常時の監視体制

放射性液体廃棄物の管理
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放射性気体廃棄物の管理
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環境放射能等の測定

測定地点
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試料採取地点



添付Ｖ-8 緊急時の監視体制



添付Ｖ-9 モニタリングポストの測定結果
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【１号 排気筒放射線モニタ】

① １４時４６分 地震によるスクラム

② ノイズと思われる信号

※ １５時３０分過ぎに津波が到来したと想定される。津波の影響によると思われる記録

終了。

①

※

②

添付Ｖ-10 モニターの測定結果
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【３号 主排気筒放射線モニタ】

① 構内線量上昇の影響を受けたと考えられる

指示値上昇

   ② 電源喪失に伴うダウンスケール

    ※ 電源喪失よると思われる記録終了

①

※

②



添付Ｖ-11 土壌中の放射性物質の核種分析結果

福島第一原子力発電所 土壌中のＰｕ測定結果

(単位:Bq/kg・乾土)

採取場所 採取時間 Pu-238 Pu-239,Pu-240

①グラウンド付近 3月 21 日 13:30 頃 (5.4±0.62)×10-1 (2.7±0.42)×10-1

②１・２号排気筒から

約 1km

3 月 22 日 7:00 頃 N.D. (2.6±0.58)×10-1

③１・２号排気筒から

約 0.75km

3 月 22 日 7:10 頃 N.D. 1.2±0.12

④１・２号排気筒から

約 0.5km

3 月 22 日 7:18 頃 N.D. 1.2±0.11

⑤固体廃棄物貯蔵

庫前

3月 22 日 7:45 頃 (1.8±0.33)×10-1 (1.9±0.34)×10-1

国内の土壌※ N.D.～1.5×10-1 N.D.～4.5

※ ：文部科学省「環境放射線データベース」昭和 53 年～平成 20 年

①グランド

1uスタックより

西北西約500m

3/21 13:30頃
採取済み

～～
～～

④1u スタックより南南西
500m 構内保管置場

3/22採取済み

③1u スタックより南南西
750m 3/22採取済み

②1u スタックよ

り南南西
1000m
MP-7付近
3/22採取済み

⑤No1固体廃棄物
貯蔵庫北側

1u スタックより
北 500m
3/22採取済み

①グランド

1uスタックより

西北西約500m

3/21 13:30頃
採取済み

～～
～～

④1u スタックより南南西
500m 構内保管置場

3/22採取済み

③1u スタックより南南西
750m 3/22採取済み

②1u スタックよ

り南南西
1000m
MP-7付近
3/22採取済み

⑤No1固体廃棄物
貯蔵庫北側

1u スタックより
北 500m
3/22採取済み

試料採取点



＃６

＃５

③

④

⑥

単位：（Bq/L）
福島第一 物揚場付近 海水放射能濃度（Ｂｑ／L）

1.0E+00

1.0E+01

1.0E+02

1.0E+03

1.0E+04

1.0E+05

1.0E+06

1.0E+07

4/7 4/9 4/11 4/13 4/15 4/17 4/19 4/21 4/23 4/25 4/27 4/29 5/1 5/3 5/5 5/7 5/9 5/11 5/13 5/15 5/17

I-131
Cs-134
Cs-137

I-131告示濃度
（40 Bq/L）

Cs-134告示濃度
（60 Bq/L）

Cs-137告示濃度
（90 Bq/L）

福島第一 1～4号機取水口内北側海水放射能濃度（Ｂｑ／L）

1.0E+00

1.0E+01

1.0E+02

1.0E+03

1.0E+04

1.0E+05

1.0E+06

1.0E+07

4/11 4/13 4/15 4/17 4/19 4/21 4/23 4/25 4/27 4/29 5/1 5/3 5/5 5/7 5/9 5/11 5/13 5/15 5/17

I-131
Cs-134
Cs-137

I-131告示濃度
（40 Bq/L）

Cs-134告示濃度
（60 Bq/L）

Cs-137告示濃度
（90 Bq/L）

福島第一 2号機バースクリーン付近海水放射能濃度（シルトフェンス外側）（Ｂｑ／L）

1.0E+00

1.0E+01

1.0E+02

1.0E+03

1.0E+04

1.0E+05

1.0E+06

1.0E+07

4/7 4/9 4/11 4/13 4/15 4/17 4/19 4/21 4/23 4/25 4/27 4/29 5/1 5/3 5/5 5/7 5/9 5/11 5/13 5/15 5/17

I-131
Cs-134
Cs-137

I-131告示濃度
（40 Bq/L）

Cs-134告示濃度
（60 Bq/L）

Cs-137告示濃度
（90 Bq/L）

② ２号機（シルトフェンス外側）

③ １～４号機取水口内北側

④ 物揚場付近福島第一 5,6放水口北側（5,6u放水口から北側に約30m地点)放射能濃度（Ｂｑ／L）

1.0E+00

1.0E+01

1.0E+02

1.0E+03

1.0E+04

1.0E+05

1.0E+06

4/19 4/21 4/23 4/25 4/27 4/29 5/1 5/3 5/5 5/7 5/9 5/11 5/13 5/15 5/17

I-131
Cs-134
Cs-137

I-131告示濃度
（40 Bq/L）

Cs-134告示濃度
（60 Bq/L）

Cs-137告示濃度
（90 Bq/L）

⑥ ５，６放水口北側

添付Ｖ-12 海水の分析結果

＃１

＃２

＃３

＃４
①

②

⑤

⑦
⑧

福島第一 3号機バースクリーン付近海水放射能濃度（シルトフェンス内側）（Ｂｑ／L）

1.0E+00

1.0E+01

1.0E+02

1.0E+03

1.0E+04

1.0E+05

1.0E+06

1.0E+07

5/11 5/12 5/13 5/14 5/15 5/16 5/17

I-131
Cs-134
Cs-137

I-131告示濃度
（40 Bq/L）

Cs-134告示濃度
（60 Bq/L）

Cs-137告示濃度
（90 Bq/L）

福島第一 3号機バースクリーン付近海水放射能濃度（シルトフェンス外側）（Ｂｑ／L）

1.0E+00

1.0E+01

1.0E+02

1.0E+03

1.0E+04

1.0E+05

1.0E+06

1.0E+07

5/11 5/12 5/13 5/14 5/15 5/16 5/17

I-131
Cs-134
Cs-137

I-131告示濃度
（40 Bq/L）

Cs-134告示濃度
（60 Bq/L）

Cs-137告示濃度
（90 Bq/L）

福島第一 1～4号機取水口内南側海水放射能濃度（Ｂｑ／L）

1.0E+00

1.0E+01

1.0E+02

1.0E+03

1.0E+04

1.0E+05

1.0E+06

1.0E+07

4/11 4/13 4/15 4/17 4/19 4/21 4/23 4/25 4/27 4/29 5/1 5/3 5/5 5/7 5/9 5/11 5/13 5/15 5/17

I-131
Cs-134
Cs-137

I-131告示濃度
（40 Bq/L）

Cs-134告示濃度
（60 Bq/L）

Cs-137告示濃度
（90 Bq/L）

福島第一 南放水口付近 海水放射能濃度（Ｂｑ／L）

1.0E+00

1.0E+01

1.0E+02

1.0E+03

1.0E+04

1.0E+05

1.0E+06

4/19 4/21 4/23 4/25 4/27 4/29 5/1 5/3 5/5 5/7 5/9 5/11 5/13 5/15 5/17

I-131
Cs-134
Cs-137

I-131告示濃度
（40 Bq/L）

Cs-134告示濃度
（60 Bq/L）

Cs-137告示濃度
（90 Bq/L）

⑤ 南放水口付近
① １～４号機取水口内南側

⑧ ３号機（シルトフェンス外側）

⑦ ３号機（シルトフェンス内側）

福島第一原子力発電所 海水放射能濃度



添付Ｖ-13-1-(1)



添付Ｖ-13-1-(1)
（別紙）



福島第一原子力発電所から20km以遠の空間線量率測定点
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福島第一原子力発電所の20km以遠の空間線量率の推移
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福島第一原子力発電所周辺の積算線量測定結果
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添付V-13-2



添付V-13-2



添付V-13-2



添付V-13-2



添付V-13-2



添付V-13-2



添付V-13-2



添付V-13-3-(1)



添付V-13-3-(1)



添付V-13-3-(2)



添付V-13-3-(2)



ダストサンプリングの測定結果(1/13)

添付V-13-4-(1)



ダストサンプリングの測定結果(2/13)

添付V-13-4-(1)



ダストサンプリングの測定結果(3/13)
添付V-13-4-(1)



ダストサンプリングの測定結果(4/13)
添付V-13-4-(1)



ダストサンプリングの測定結果(5/13)
添付V-13-4-(1)



ダストサンプリングの測定結果(6/13)
添付V-13-4-(1)



ダストサンプリングの測定結果(7/13)
添付V-13-4-(1)



ダストサンプリングの測定結果(8/13)
添付V-13-4-(1)



ダストサンプリングの測定結果(9/13)
添付V-13-4-(1)



ダストサンプリングの測定結果(10/13)
添付V-13-4-(1)



ダストサンプリングの測定結果(11/13)
添付V-13-4-(1)



ダストサンプリングの測定結果(12/13)
添付V-13-4-(1)



ダストサンプリングの測定結果(13/13)
添付V-13-4-(1)



添付V-13-4-(2)

土壌の測定結果(1/11)



添付V-13-4-(2)土壌の測定結果(2/11)



添付V-13-4-(2)土壌の測定結果(3/11)



添付V-13-4-(2)土壌の測定結果(4/11)



添付V-13-4-(2)土壌の測定結果(5/11)



添付V-13-4-(2)土壌の測定結果(6/11)



添付V-13-4-(2)土壌の測定結果(7/11)



添付V-13-4-(2)土壌の測定結果(8/11)



添付V-13-4-(2)土壌の測定結果(9/11)



添付V-13-4-(2)土壌の測定結果(10/11)



添付V-13-4-(2)土壌の測定結果(11/11)



添付V-13-4-(3)

環境試料の測定結果(1/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(2/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(3/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(4/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(5/23)



添付V-13-4-(3)
環境試料の測定結果(6/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(7/23)



添付V-13-4-(3)
環境試料の測定結果(8/23)



添付V-13-4-(3)
環境試料の測定結果(9/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(10/23)



添付V-13-4-(3)

環境試料の測定結果(11/23)



添付V-13-4-(3)

環境試料の測定結果(12/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(13/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(14/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(15/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(16/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(17/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(18/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(19/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(20/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(21/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(22/23)



添付V-13-4-(3)環境試料の測定結果(23/23)



添付V-14

福島第一原子力発電所から20-30km 圏内の土壌試料のPu の分析結果

福島第1原子力発電所の事故に係る陸土及び植物の放射性ストロンチウム分析結果



添付V-15-1
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添付V-15-3



福島第一原子力発電所周辺の海域モニタリング結果(1/2)
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福島第一原子力発電所周辺の海域モニタリング結果(2/2)
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添付V-16-2



添付V-17



添付V-17



添付V-17



添付V-17
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各県の水道水中の放射性物質濃度の推移(1/2)
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全域

3/21～4/8解除： （喜多方市、磐梯町、猪苗代町、三島町、会津美里町、下郷町、南会津町）

3/21～4/16解除： （福島市、二本松市、伊達市、本宮市、国見町、大玉村、郡山市、須賀川市、田村市（旧都路村の区域を除く）、三春町、小野町、鏡石町、石川町、浅川町、平田村、古殿町、白河市、矢吹町、泉
崎村、中島村、西郷村、鮫川村、塙町、矢祭町、いわき市）

3/21～4/21解除： （相馬市、新地町）

3/21～5/1解除： （南相馬市（鹿島区のうち、烏崎、大内、川子及び塩崎を除く区域に限る。）、川俣町（山木屋の区域を除く。））

3/21～5/4解除： （白河市、いわき市、矢吹町、棚倉町、矢祭町、塙町、西郷村、泉崎村、中島村、鮫川村）

3/21～5/11解除： （会津若松市、喜多方市、西会津町、磐梯町、猪苗代町、会津坂下町、柳津町、三島町、金山町、会津美里町、下郷町、只見町、南会津町、北塩原村、湯川村、昭和村、檜枝岐村）

3/21～5/25解除： （新地町、相馬市、南相馬市（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の区域並びに原町区高倉字助常、原町区高倉字吹屋峠、原町区高倉字七曲、原町区高倉
字森、原町区高倉字枯木森、原町区馬場字五台山、原町区馬場字横川、原町区馬場字薬師岳、原町区片倉字行津及び原町区大原字和田城の区域を除く。））

3/21～6/1解除： （郡山市、須賀川市、田村市（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の区域を除く。）、鏡石町、石川町、浅川町、古殿町、三春町、小野町、天栄村、玉川村、平
田村）

3/23～5/4解除： （白河市、いわき市、矢吹町、棚倉町、矢祭町、塙町、西郷村、泉崎村、中島村、鮫川村）

3/23～5/11解除： （会津若松市、喜多方市、西会津町、磐梯町、猪苗代町、会津坂下町、柳津町、三島町、金山町、会津美里町、下郷町、只見町、南会津町、北塩原村、湯川村、昭和村、檜枝岐村）

3/23～5/25解除： （新地町、相馬市、南相馬市（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の区域並びに原町区高倉字助常、原町区高倉字吹屋峠、原町区高倉字七曲、原町区高倉
字森、原町区高倉字枯木森、原町区馬場字五台山、原町区馬場字横川、原町区馬場字薬師岳、原町区片倉字行津及び原町区大原字和田城の区域を除く。））

3/23～6/1解除： （郡山市、須賀川市、田村市（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の区域を除く。）、鏡石町、石川町、浅川町、古殿町、三春町、小野町、天栄村、玉川村、平
田村）

3/23～4/27解除： （会津若松市、喜多方市、西会津町、磐梯町、猪苗代町、会津坂下町、柳津町、三島町、金山町、会津美里町、下郷町、只見町、南会津町、北塩原村、湯川村、昭和村、檜枝岐村）

3/23～5/4解除： （郡山市、須賀川市、田村市（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の区域を除く。）、いわき市、鏡石町、石川町、浅川町、古殿町、三春町、小野町、天栄村、
玉川村、平田村）

3/23～5/11解除： （福島市、二本松市、伊達市、本宮市、桑折町、国見町、川俣町（山木屋の区域を除く。）、大玉村、白河市、矢吹町、棚倉町、矢祭町、塙町、西郷村、泉崎村、中島村、鮫川村）

3/23～5/25解除： （新地町、相馬市、南相馬市（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の区域並びに原町区高倉字助常、原町区高倉字吹屋峠、原町区高倉字七曲、原町区高倉
字森、原町区高倉字枯木森、原町区馬場字五台山、原町区馬場字横川、原町区馬場字薬師岳、原町区片倉字行津及び原町区大原字和田城の区域を除く。））

3/23～4/27解除： （白河市、矢吹町、棚倉町、矢祭町、塙町、西郷村、泉崎村、中島村、鮫川村）

3/23～5/4解除： （いわき市）

3/23～5/11解除： （郡山市、須賀川市、田村市（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の区域を除く。）、鏡石町、石川町、浅川町、古殿町、三春町、小野町、天栄村、玉川村、平
田村）

3/23～5/18解除： （会津若松市、磐梯町、猪苗代町、喜多方市、北塩原村、西会津町、会津美里町、会津坂下町、湯川村、柳津町、三島町、金山町、昭和村、南会津町、下郷町、檜枝岐村、只見町）

3/23～5/4解除： （福島市、二本松市、伊達市、本宮市、郡山市、須賀川市、田村市（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の区域を除く。）、いわき市、桑折町、国見町、川俣町
（山木屋の区域を除く。）、鏡石町、石川町、浅川町、古殿町、三春町、小野町、大玉村、天栄村、玉川村、平田村）

3/23～5/18解除： （白河市、矢吹町、棚倉町、矢祭町、塙町、西郷村、泉崎村、中島村、鮫川村、会津若松市、磐梯町、猪苗代町、喜多方市、北塩原村、西会津町、会津美里町、会津坂下町、湯川村、柳津町、三
島町、金山町、昭和村、南会津町、下郷町、檜枝岐村、只見町）

4/13～： （伊達市、飯舘村、相馬市、南相馬市、浪江町、双葉町、大熊町、富岡町、楢葉町、広野町、川俣町、葛尾村、田村市（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の
区域に限る。）、川内村（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の区域に限る。））

4/18～： （福島市）

4/13～4/25解除： （いわき市）

4/25～： （本宮市）

4/13～5/16解除： (田村市（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の区域を除く。）、新地町）

4/13～5/23解除： (川内村（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の区域を除く。））

5/9～： （伊達市、相馬市、いわき市、三春町、天栄村）

5/13～： （南相馬市、本宮市、桑折町、国見町、川俣町、西郷村）

5/9～5/30解除： （平田村）

－ 5/9～： （福島市、桑折町）

ウメ － 6/2～： （福島市、伊達市、桑折町）
水
産
物

イカナゴの稚魚 4/20～

※ の箇所は、出荷制限の対象

野
菜
類

くさそてつ（こごみ）

原木しいたけ（露地） －

たけのこ －

アブラナ科の花蕾類（ブロッコ
リー、カリフラワー等）

3/23～
（右の地域を除く）

原乳
3/21～

（右の地域を除く）

添付Ⅴ－１９（１）　　原子力災害対策特別措置法に基づく食品に関する指示の実績（福島県における出荷制限）：６月２日現在

出荷制限

福島県

地域別

結球性葉菜類（キャベツ等）
3/23～

（右の地域を除く）

カブ
3/23～

（右の地域を除く）

非結球性葉菜
類（ホウレンソ
ウ、コマツナ等）

ホウレンソ
ウ、カキナ

3/21～
（右の地域を除く）

3/23～
（右の地域を除く）

その他すべ
て



全域 地域別 全域 地域別 全域 地域別 全域 地域別 全域 地域別

3/23～4/10
解除

－ － － － － －

3/21～4/17
解除

3/21～6/1
解除

3/21～4/21
解除 3/21～4/8 4/4～4/22解除

（右の地域を除く） 北茨城市、
高萩市

那須塩原市、
塩谷町

解除 旭市、香取市、
多古町

3/21～4/8
解除

4/4～4/22解除

旭市

4/4～4/22解除

旭市

4/4～4/22解除

旭市

6/2～ 6/2～ 6/2～
鹿沼市、大田原市 八街市、大網白里

町、野田市、成田
市、富里市、山武市

南足柄市、小田原
市、愛川町、清川
村、真鶴町、湯河原

町

※ の箇所は、出荷制限の対象

－

－

出荷制限

－

－

群馬県

－ － － － － －

－

－

神奈川県

－

－

－

－

－

－

茨城県 栃木県 千葉県

添付Ⅴ－１９（２） 原子力災害対策特別措置法に基づく食品に関する指示の実績（福島県以外の地域における出荷制限） ６月２日現在

－ －

3/21～4/17
解除

3/21～4/14
解除

－ －

3/21～4/27
解除

ホウレンソウ

カキナ

シュンギク、チンゲンサイ、
サンチュ

原乳

パセリ

非結球性葉菜類（ホウレンソ
ウ、コマツナ等）

セルリー

野
菜

そ
の
他

－茶 6/2～ － －

3/23～4/17
解除

－ － －

－ － － －



全域

3/23～5/4解除： （白河市、いわき市、矢吹町、棚倉町、矢祭町、塙町、西郷村、泉崎村、中島村、鮫川村）

3/23～5/11解除： （会津若松市、喜多方市、西会津町、磐梯町、猪苗代町、会津坂下町、柳津町、三島町、金山町、会津美里町、下郷
町、只見町、南会津町、北塩原村、湯川村、昭和村、檜枝岐村）

3/23～5/25解除： （新地町、相馬市、南相馬市（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の区域並びに
原町区高倉字助常、原町区高倉字吹屋峠、原町区高倉字七曲、原町区高倉字森、原町区高倉字枯木森、原町区馬
場字五台山、原町区馬場字横川、原町区馬場字薬師岳、原町区片倉字行津及び原町区大原字和田城の区域を除
く。））

3/23～6/1解除： （郡山市、須賀川市、田村市（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の区域を除
く。）、鏡石町、石川町、浅川町、古殿町、三春町、小野町、天栄村、玉川村、平田村）

3/23～4/27解除： （会津若松市、喜多方市、西会津町、磐梯町、猪苗代町、会津坂下町、柳津町、三島町、金山町、会津美里町、下郷
町、只見町、南会津町、北塩原村、湯川村、昭和村、檜枝岐村）

3/23～5/4解除： （郡山市、須賀川市、田村市（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の区域を除
く。）、いわき市、鏡石町、石川町、浅川町、古殿町、三春町、小野町、天栄村、玉川村、平田村）

3/23～5/11解除： （福島市、二本松市、伊達市、本宮市、桑折町、国見町、川俣町（山木屋の区域を除く。）、大玉村、白河市、矢吹町、
棚倉町、矢祭町、塙町、西郷村、泉崎村、中島村、鮫川村）

3/23～5/25解除： （新地町、相馬市、南相馬市（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の区域並びに
原町区高倉字助常、原町区高倉字吹屋峠、原町区高倉字七曲、原町区高倉字森、原町区高倉字枯木森、原町区馬
場字五台山、原町区馬場字横川、原町区馬場字薬師岳、原町区片倉字行津及び原町区大原字和田城の区域を除
く。））

3/23～4/27解除： （白河市、矢吹町、棚倉町、矢祭町、塙町、西郷村、泉崎村、中島村、鮫川村）

3/23～5/4解除： （いわき市）

3/23～5/11解除： （郡山市、須賀川市、田村市（東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０キロメートル圏内の区域を除
く。）、鏡石町、石川町、浅川町、古殿町、三春町、小野町、天栄村、玉川村、平田村）

3/23～5/18解除： （会津若松市、磐梯町、猪苗代町、喜多方市、北塩原村、西会津町、会津美里町、会津坂下町、湯川村、柳津町、三島
町、金山町、昭和村、南会津町、下郷町、檜枝岐村、只見町）

－ 4/13～： 飯舘村

水
産
物

4/20～

※ の箇所は、摂取制限の対象

イカナゴの稚魚

添付Ⅴ－１９（３）　　原子力災害対策特別措置法に基づく食品に関する指示の実績（摂取制限）　　　６月２日現在

摂取制限

福島県

野
菜

原木しいたけ（露地）

結球性葉菜類（キャベツ等）
3/23～

（右の地域を除く）

アブラナ科の花蕾類（ブロッコリー、カリフラワー等）
3/23～

（右の地域を除く）

非結球性葉菜類（ホウレンソウ、コマツナ等）
3/23～

（右の地域を除く）

地域別
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添付Ⅴ-20

放射線防護に係る線量基準の考え方

国際放射線防護委員会（ICRP）や国際原子力機関（IAEA）は、公衆が受け

る積算線量の基準を、平常時のものと事故時のものとに分けて示しており、我

が国もそれに従っている。

（１）平常時における積算線量

平常時における公衆の放射線防護の基準については、原子力発電所の通

常の運転による放射線の影響をできるだけ低く抑えるという考え方から、

「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の規定に基づく線量限度

を定める告示」において年間１ミリシーベルトの線量限度（dose limit）
を定めている。これは国際放射線防護委員会（ICRP）の 1990 年勧告にお

ける年間１ミリシーベルトを採用したものである。

（２）事故時の積算線量

事故時における公衆の放射線防護の基準については、

（a）事故発生初期における大きな被ばくを避けるための基準

（b）緊急時の状況（事故継続等）における放射線防護の基準

（c）事故収束後の汚染等を考慮した状況での放射線防護の基準

の３つに分けられる。図Aにこれらの線量基準の考え方の概要を図示する。

（a）事故発生初期における大きな被ばくを避けるための基準

事故発生初期の防護対策（屋内退避／避難）を実施するために用いられ

る指標については、原子力安全委員会の指針「原子力施設等の防災対策に

ついて」において、外部被ばく実効線量の予測線量 10～50 ミリシーベル

ト(屋内退避)及び 50 ミリシーベルト以上（避難）が設定されている。これ

は、IAEA 安全要件 GS-R-2「原子力又は放射線の緊急事態に対する準備と

対応」（2002 年）等を参考に設定したものである。

（b）緊急時の状況（事故継続等）における放射線防護の基準

今回の事故において、放出された放射性物質の累積が局所的に生じ積算

線量が高くなった地域に居住し続けた場合、公衆が受ける放射線の積算線

量が高水準になるおそれがあるため、原子力災害対策本部長である内閣総

理大臣は、原子力安全委員会の意見を聴いて、「計画的避難区域」を設定し
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た。この計画的避難区域を設定するに当たっては、ICRP の 2007 年勧告で

事故時の緊急時被ばく状況における公衆を防護するための参考レベルとし

て 20～100 ミリシーベルトが提示されていること、IAEA 安全指針 GSG2
「原子力又は放射線の緊急事態に対する準備と対応」（2011 年）で緊急時

の状況における防護措置の対策は年 100ミリシーベルト以下で最適化され

るべきとされていること、そして「被ばく線量は合理的に達成できる限り

低く保たれるべき」との基本原則を考慮して、事故発生から１年間の積算

線量が 20 ミリシーベルトに達するおそれがあることを指標として採用し

た。

（c）事故収束後の汚染等を考慮した状況での放射線防護の基準

ICRP の 2007 年勧告で、事故収束後の汚染等を考慮した状況（現存被ば

く状況）における公衆を防護するための参考レベル（reference level）と

して年間 1～20 ミリシーベルトが提示されている。また、「被ばく線量は

合理的に達成できる限り低く保たれるべき」という最適化の原則は、現存

被ばく状況にも適用されるとされている。

以上の線量基準の根拠を表 A に整理した。
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表 A 線量基準の根拠

線量の基準 根拠

(1)平常時における積算線量

・公衆の被ばく線量限度

１mSv/年

・経済産業省告示「実用発電用原子炉の設置、

運転等に関する規則の規定に基づく線量限度

を定める告示」第三条：周辺監視区域外の線

量

・ICRP 勧告 Publication60（1990 年）：公衆被ば

くの線量限度

(2)事故時の積算線量

（a）事故発生初期の大きな被ば

くを避けるための基準

10ｍSv(屋内退避)、

50ｍSv（避難）

・原子力安全委員会指針「原子力施設等の防災

対策について」

・IAEA 安全要件 GS-R-2「原子力又は放射線の

緊急事態に対する準備と対応」（2002 年）

（b）緊急時の状況（事故継続等）

における放射線防護の基準

20～100ｍSv

・ICRP 勧告 Publication103（2007 年）

・IAEA 安全指針 GSG2「原子力又は放射線の緊

急事態に対する準備と対応」（2011 年）

（c）事故収束後の汚染等を考慮

した状況での放射線防護の基

準

1～20ｍSv／年

・ICRP 勧告 Publication103（2007 年）：事故収

束後の汚染等を考慮した状況（現存状況）に

おける公衆を防護するための参考レベル

ICRP：国際放射線防護委員会

IAEA：国際原子力機関
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図 A 放射線防護の線量の基準の考え方

線量

経過日数

長期的な目標：１mSv/年

（ａ）事故発生初期大きな被

ばくを避けるための基準
屋内退避：10mSv
避難 : 50mSv

事故発生 事故収束

[平常時] [事故発生後]

（ｂ）緊急時の状況（事故継

続等）における基準
20-100mSv/年※

（ｃ）事故収束後の汚染に
よる被ばくの基準

1-20mSv/年
平常時：1mSv/年
原子力発電所の通常の

運転による放射線の影
響をできるだけ低く抑え
るための基準

※100mSv/年以下では健康への

影響はないが、原子力・放射線
利用では「合理的に達成できる

限り低く」を目指している。
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